
児童デイサービス

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）

障害児通所支援

 ・児童発達支援
 ・医療型児童発達支援(※)

 ・放課後等デイサービス
 ・居宅訪問型児童発達支援(H30新規)

 ・保育所等訪問支援

障害児入所支援

 ・福祉型障害児入所施設
 ・医療型障害児入所施設
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知的障害児通園施設

難聴幼児通園施設

肢体不自由児通園施設（医）

知的障害児施設
第一種自閉症児施設（医）
第二種自閉症児施設

盲児施設
ろうあ児施設

肢体不自由児施設（医）
肢体不自由児療護施設

重症心身障害児施設（医）

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

（医）とあるのは医療の提供を
行っているもの

＜＜ 児童福祉法 ＞＞

○  障害児支援の強化を図るため、従来の障害種別で分かれていた体系（給付）について、通所・入所
の利用形態の別により一元化。

【市町村】
【市町村】

【都道府県】

【都道府県】

障害児支援の体系～平成24年児童福祉法改正による障害児施設・事業の一元化～

（※）R6.4より児童発達支援に一元化（医療型児童発達支援は廃止）。



計画相談支援

【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援
【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

地域移行支援 住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業
所への同行支援等を行う

地域定着支援 常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福祉
サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う

福祉型障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う

医療型障害児入所施設 施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び
知識技能の付与並びに治療を行う

居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

保育所等訪問支援 保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団
生活への適応のための専門的な支援などを行う

児童発達支援
センター

地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を担う機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、
高度の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通
所支援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の必要な援助を行う

センター以外 日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のための支援、
その他必要な支援を行う

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のた
めの必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う
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障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）
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※ 障害児支援は、個別に利用の要否を判断（支援区分を認定する仕組みとなっていない）※ 相談支援は、支援区分によらず利用の要否を判断（支援区分を利用要件としていない）
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（注）表中の「   」は「障害者」、「    」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。



自治体
児童発達支援センター等の４つの中核機能を踏ま
え、地域の障害児支援体制の整備を進めていく

○ 事業の概要
≪サービス内容≫
日常生活の基本的な動作及び知識技能の習得のための支援、集団生活への適応のための支援、その他必要な支援（児童

福祉法第６条の２の２第２項）

①児童発達支援センター（児童福祉法第43条）
通所利用障害児への療育やその家族に対する支援を行うとともに、その有する専門機能を活かし、地域の障害児やその家族の

相談支援、障害児を預かる施設への援助・助言を行う（地域の中核的な支援施設）

②児童発達支援事業所等
もっぱら、通所利用障害児への療育やその家族に対する支援を行う

○ 対象児童
集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる主に未就学の障害児

※ 通所給付決定を行うに際し、医学的診断名又は障害者手帳を有することは必須要件ではなく、療育を受けなければ福祉を損なう
おそれのある児童を含む（発達支援の必要については、市町村保健センター、児童相談所、保健所等の意見で可）。

○ 提供するサービス
児童発達支援センター

○主な人員配置
・児童指導員及び保育士 ４：１以上
（児童指導員 １人以上、保育士１人以上）
・児童発達支援管理責任者 １人以上

障害児支援の体系②～児童発達支援～

○身近な地域における通所支援

発達障害、知的障害、難聴、肢体不自由、
重症心身障害等の障害のあるこどもへの発
達支援やその家族に対する支援

児童発達支援

児童発達支援事業所

○主な人員配置
・児童指導員又は保育士 10：２以上
・児童発達支援管理責任者 １人以上

中核機能②
地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・
コンサルテーション機能

中核機能④
地域の発達支援に関する入口としての相談機能

中核機能③
地域のインクルージョン推進の中核機能

中核機能①
※児童発達支援センターは、幅広い高度な専門
性に基づき、本人支援・ 家族支援を提供



○ 事業の概要
・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上の  
ための支援等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立を促進するとと
もに、放課後等における支援を推進。

○ 対象児童
学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）又は専修学校・各種学校に
就学している障害児（専修学校・各種学校に在学するものにあっては福祉の増
進を図るため、支援の必要があると市町村長が認める者に限る。）

（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが
あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○ 利用定員

１０人以上

放課後等デイサービス
事業所

Ｃ中学校
Ｂ小学校

◆  学校授業終了後又は休業日において、生活
能力の向上のために必要な支援、社会との交
流の促進等

  ①日常生活の充実と自立支援のための活動
  ②多様な遊びや体験活動
  ③地域交流の活動
④こどもが主体的に参画できる活動

◆ 学校との連携・協働による支援（学校と放課後
等デイサービスのサービスの一貫性）

○ 提供するサービス

◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ

 グラムの工夫

 ◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校
Ａ特別支援学校

障害児支援の体系③～放課後等デイサービス～



○ 事業の概要

・ 重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出すること
が著しく困難な障害児に対し、障害児の居宅を訪問して発達支援を行う。

○ 対象児童

◆ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施。
【具体的な支援内容の例】
・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動
・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

○ 提供するサービス

重度の障害等により、障害児通所支援を利用するために
外出することが著しく困難な障害児

障害児支援の体系④～居宅訪問型児童発達支援～ （H30新設）

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅

居宅訪問型児童発達支援
事業所

訪問

◆対象となる障害児の例

・重度の障害の状態であって外出が困難と考えられる児

・人工呼吸器を装着している状態その他日常生活営むため
に医療を要する児

・重い疾病のため感染症にかかるおそれがある児 等

（※）単なる見守りや送迎者の不在など、障害児本人の状態以
外の理由による利用は適当でないことから、確認のため障害
児相談支援事業所における障害児支援利用援助等の利用が必
須



・  保育所、幼稚園、認定こども園

・ 小学校、特別支援学校

・ （H30より追加）乳児院、児童養護
施設

・ その他児童が集団生活を営む施設
として、地方自治体が認めたもの

○ 事業の概要
・ 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等における集
 団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を実施することにより、保
育所等の安定した利用を促進。

○ 対象児童

Ａ保育所

Ａ幼稚園

Ｂ幼稚園 Ｂ保育所

児童発達支援センター
 事業

保育所等訪問支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

集団生活への
適応支援

○ 訪問先の範囲

◆ 障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な 
支援等を実施。                              ①こども本人に対する支援（集団生活適応のための支援等）
                  ②訪問先施設の職員に対する支援（支援方法等の助言等）

◆ 支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。
◆ 訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する支援経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ専門的な支援が

必要な場合は、専門職）を想定。

○ 提供するサービス

相談支援事業や、スタッフ支援を行う障
害児等療育支援事業等の役割が重要

保育所や、児童が集団生活を営む施設に通う障害児
 ＊「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断   
 ＊発達障害児、その他の気になる児童を対象

障害児支援の体系⑤～保育所等訪問支援～



・  身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む）
     ＊手帳の有無は問わず、児童相談所、医師等により支援の必要性が認められた児童も対象
     ＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能

障害児入所施設は、障害のある児童を入所させて、保護、日常生活における基本的な動作及び独立自活に必要な知識技
能の習得のための支援を行う施設であり、「福祉型」と「医療型」の２つに分類されている。また、入所の形態としては、措置と
契約がある。

〇対象児童

〇提供する支援内容
【福祉型障害児入所】
・ 障害児入所施設に入所する障害児に対して、保護、日常生活にお
ける基本的な動作及び独立自活に必要な知識技能の習得のための
支援を行う。 

【医療型障害児入所】
・ 障害児入所施設又は指定医療機関に入所等する障害児に対して、
保護、日常生活における基本的な動作及び独立自活に必要な知識技
能の習得のための並びに治療を行う。

〇入所児童の移行への対応
・ 入所は満18歳に達するまでを原則とし、引き続き、入所支援を受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、

満20歳に達するまで、さらに引き続き入所が必要と認められる場合は、22歳満了時までの入所継続が可能とされている。
・ 障害児入所施設の入所児童等が成人期に相応しい生活に移行する際の移行支援、移行調整の責任の主体を都道府県・

政令市とし、移行の体制整備や移行の進捗管理、移行へ向けた資源の整備等を協議の場等を通じて行うこととされている。

障害児入所支援

〇事業の概要

〇 発達支援機能

・入所児への直接的な養育・支援

〇 自立支援機能

・入所時からの、退所後を見据えた支援計画の実践による自立支援

〇 社会的養護機能

・被虐待児への養育提供

〇 地域支援機能

・家族支援
・ 施設の機能を活かした地域支援

〇入所施設の４つの機能

〇施設数 入所児童数

障害児支援課調べ（令和5年4月1日現在）

障害児入所運営指針（令和3年9月）

令和４年児童福祉法改正（令和6年4月施行）

【福祉型障害児入所】 施設数 240施設 現在員数 5651人
【医療型障害児入所】 施設数 256施設 現在員数 2784人
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